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１．電気⼩売経過措置料⾦の事後評価について（１）
 2016年４⽉の電気⼩売全⾯⾃由化後において、電気⼩売事業者が設定する料⾦は⾃由であ

ることが原則であるものの、事業者間の適正な競争関係が認められないこと等により、電気の使⽤
者の利益を保護する必要性が特に⾼いと認められる場合に、経済産業⼤⾂が指定した供給区域
においては、経過措置として⼩売料⾦規制を存置することとされている。

－ 現時点において、経過措置料⾦規制の対象となるみなし⼩売電気事業者は10社

 みなし⼩売電気事業者10社の電気⼩売経過措置料⾦については、電気事業法に基づき、経済
産業⼤⾂が、原価算定期間終了後に毎年度、規制部⾨の電気事業利益率が必要以上に⾼く
なっていないかなどを確認する事後評価を⾏うこととなっている。

 今般、2022年２⽉４⽇付けで経済産業⼤⾂から電⼒・ガス取引監視等委員会に対して、みな
し⼩売電気事業者10社のうち原価算定期間中の九州電⼒を除く９社の電気⼩売経過措置料
⾦の事後評価について意⾒の求めがあったことから、料⾦制度専⾨会合において、事務局にて⾏っ
た評価をご確認いただきたい。
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１．電気⼩売経過措置料⾦の事後評価について（２）
 電気⼩売経過措置料⾦の事後評価に際しては、電気事業法等の⼀部を改正する法律附則に

基づく経済産業⼤⾂の処分に係る審査基準等（20160325資第12号）第２（７）④に基
づき、以下の基準に沿って確認を⾏うこととされているところ、事務局にて評価を⾏った結果はスライ
ド５のとおり。

＜ステップ１＞規制部⾨の電気事業利益率による基準
個社の規制部⾨の電気事業利益率（電気事業利益／電気事業収益）の直近３カ年度平均
値が、みなし⼩売電気事業者10社の過去10カ年度平均値を上回っているかどうかを確認

＜ステップ２＞規制部⾨の超過利潤累積額による基準⼜は⾃由化部⾨の収⽀による基準
前回料⾦改定以降の超過利潤の累積額が事業報酬額（⼀定⽔準額）を超えているかどうか、
または⾃由化部⾨の収⽀が直近２年度間連続で⾚字であるかどうかを確認

⇒上記のステップ１に該当し、かつ、ステップ２のいずれかに該当する場合には、経済産業⼤⾂が
料⾦変更認可申請命令の発動の要否を検討（当該命令の発動までの評価フローは参考３
を参照）
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（参考１）不適切な発注・契約による⽀出増（超過契約額）の確認について
 2020年12⽉に「電気事業法等の⼀部を改正する法律附則に基づく経済産業⼤⾂の処分に係

る審査基準等」が改正され、不適切な発注・契約による⽀出増（超過契約額）については、経
過措置料⾦に係る超過利潤の計算において費⽤として扱ってはならないこととされた。

 事務局にて確認した結果、関⻄電⼒（株）に超過契約額（約0.01億円※）を確認（他社は
該当なし）しているが、現状の⾦額（注）では、経過措置料⾦に対する値下げ認可申請の必要が
あると認められなかった。（スライド５を参照）
※超過契約額は、⼦会社である関⻄電⼒送配電が分社化される前に関⻄電⼒で⽀出された⾦額に基づき算定。
（注）今後の社内調査の結果も踏まえ、超過契約額が現状の⾦額よりも変動した場合には、当該変動した⾦額も反映した

上で、料⾦制度専⾨会合にて、改めて、値下げ認可申請の必要があるか否かを確認いただく。

（参考）電気事業法等の⼀部を改正する法律附則に基づく経済産業⼤⾂の処分に係る審査基準等（抜粋、下線部を追加）
第２ 処分の基準
（７）④ イ （略）かつ、部⾨別収⽀計算規則に基づいて整理された特定需要部⾨の超過利潤（特定需要部⾨の税引前当期純利益⼜は純

損失に⽀払利息及び超過契約額（委任⼜は請負の契約に係る⼿続について正当な理由なく透明性⼜は公平性が確保されていない場合であって、
当該契約について合理的な⾦額を超えて⽀出した場合におけるその超えた部分の額をいう。以下同じ。）を加え、法⼈税等、財務収益（預⾦利
息を除く。）及び事業報酬額を減じて得た額をいう。）及び旧部⾨別収⽀計算規則に基づいて整理された⼀般需要部⾨の超過利潤（⼀般需要
部⾨の税引前当期純利益⼜は純損失に⽀払利息及び超過契約額を加え、法⼈税等、財務収益（預⾦利息を除く。）及び事業報酬額を減じ
て得た額をいう。）の累積額が事業報酬額（算定規則第４条第２項第１号若しくは同条第３項第１号に掲げる額⼜は旧算定規則第４条第
２項の規定により算出された額をいう。）のうち特定需要に係る額を超過していること。

【事案の概要】
〇関⻄電⼒送配電（株）において、送電線付近での樹⽊伐採に関する地権者への補償費等につき、社内⼿

続の不正な処理による過払いが発⽣。
〇担当者が、地権者からの⾼額な補償要求に対応するため、実際には伐採していない区画についても計上するな

ど虚偽の経理処理を⾏い、地権者や伐採委託先に内規を超える額を⽀払っていたことが社内調査で判明。
〇現在、関⻄電⼒のコンプライアンス委員会が主体となり、客観的かつ徹底的な調査、原因究明を実施中。
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２．総評
（評価の結果）
 審査基準のステップ１［電気事業利益率による基準］では、個社の直近３カ年度平均の利益

率が10社10カ年度平均の利益率を上回る会社は、北海道電⼒、東北電⼒、東京電⼒ＥＰ、
中部電⼒ミライズ、関⻄電⼒、中国電⼒及び沖縄電⼒の７社であった。

 ただし、審査基準のステップ２の［超過利潤累積額による基準］⼜は［⾃由化部⾨の収⽀によ
る基準］に照らすと、７社全てにおいて、2020年度末超過利潤累積額が⼀定⽔準額を下回っ
ており、また、⾃由化部⾨の収⽀が直近２年連続で⾚字とはなっていなかった。

 上記より、原価算定期間終了後に料⾦改定を⾏っていないみなし⼩売電気事業者９社（九州
電⼒以外）について、審査基準に基づく評価を実施した結果、変更認可申請命令発動の要否
の検討対象となる事業者はいなかった。

（結論）
 以上を踏まえ、今回事後評価の対象となったみなし⼩売電気事業者について、現⾏の料⾦に関

する値下げ認可申請の必要があるとは認められなかった。
 なお、上記の結論は、関⻄電⼒で現在確認されている超過契約額（他社は該当なし）も反映

して評価した結果である。
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実施内容

（参考３）料⾦変更認可申請命令に係る審査基準（１）
 電気⼩売経過措置料⾦の事後評価に際しては、電気事業法等の⼀部を改正する法律附則に

基づく経済産業⼤⾂の処分に係る審査基準等（20160325資第12号）第２（７）④に基
づく基準に沿って確認を⾏うこととされている。

 昨年度までは、以下の基準の「STEP1に該当し、かつ、STEP2のいずれかに該当する場合には、
経済産業⼤⾂が料⾦変更認可申請命令の発動の要否を検討」との記載に留めていたところ、今
後、当該基準に該当する事業者が発⽣した場合に備えて、これまでの整理に沿って、その後の基
準も記載することとした。

ＳＴＥＰ 補⾜

ＳＴＥＰ１
電気事業利益率

による基準

 ①個社の規制部⾨の電気事業利益率の
直近3カ年度平均値および②みなし⼩売
電気事業者10社の過去10カ年度平均
値を確認
⇒ ①が②を上回ったらSTEP2へ

ＳＴＥＰ２
超過利潤累積額
⼜は⾃由化部⾨の

収⽀による基準

 ③前回料⾦改定以降の超過利潤の累積
額、④事業報酬額（⼀定⽔準額）およ
び⑤⾃由化部⾨の収⽀を確認
⇒ ③が④を上回ったら、または⑤が直近

２年連続で⾚字となったらSTEP3へ

【STEP1〜５関連】
• 原価算定期間中の事業者

および原価算定期間終了
後に各STEP時点において
料⾦改定を表明している事
業者は事後評価の対象外
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（参考３）料⾦変更認可申請命令に係る審査基準（２）
 明確化したSTEP３以降の基準は以下のとおり。

ＳＴＥＰ

ＳＴＥＰ３
⾏政による評価

 内部留保（利益剰余⾦など）および株
主配当の推移を確認
⇒ 必要以上の内部留保や株主配当が

確認され、需要家利益を阻害するおそ
れがあると認められたらSTEP4へ

ＳＴＥＰ４
報告徴収の実施

 必要に応じて、電気事業法の規定に基づ
く報告徴収を実施
⇒ 事業者からの報告徴収に対する回答を

受けSTEP5へ

【STEP3関連】
• 事業者による評価（原価と

実績値の⽐較、これまでの利
益の使途、収⽀⾒通し（翌
1年分）等を評価）を併せ
て⾏政が評価

【STEP5関連】
特定旧法第23条第1項の
要件
• 料⾦が社会的経済的事

情の変動により著しく不適
当となり、公共の利益の
増進に⽀障があると認め
られるとき

実施内容 補⾜

 STEP4までに得られた情報を勘案して、特
定旧法第23条第1項の要件に該当する
か確認
⇒ 当該命令の発動が必要と判断されたら、

相当の期限を定め、料⾦変更認可申
請命令を発動

ＳＴＥＰ５
発動要否の検討

⇓
料⾦変更認可

申請命令の発動
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